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1　はじめに
　近年、公平主義に基づく人的資源管理システムの導入により、「公平」や「公正」という概念が日本の
企業でも重要となってきた。日本人はもともと公平主義よりも平等主義という文化的特徴をもっている
（Leung＆Iwawaki，1988）から、仕事の結果と報酬の公平なバランスに基づく評価や自己の要望・提案・
要求に対して期待通りでない結果、すなわち、職務活動全般において自己基準を下回る結果や他者と比
較して非常に低い（格差の開いた）結果を与えられたとき（不）公正感を感じる（山口、2005b）。組織
が平等主義に基づいてマネジメントされていた時代であれば、さまざまな要望や提案に対して「平等」
な結果が与えられていたので、平等主義を好む日本人の間では公平や公正という問題はあまりめだたな
かった。しかし、公平主義に基づくなら、成果のあがらなかった人にとっては自己の要望・提案・要求
に対して期待通りでない結果は必然である。したがって、そのような格差のつく結果であっても、その
結果に至るまでのプロセスや個々人の扱いが公正であることを組織メンバーが認知することが重要であ
り、その公正感の認知によって、結果に対する最終的な不公正感も緩和され、公正感が促進される可能
性がある（山口、2005b）。
　本研究では、組織における個人間の相互作用および情報伝達すなわち組織コミュニケーションの機能
に焦点をあて、その機能が意思決定に至るまでのプロセス（手続き）や自己が公平に扱われているか否か
の相互作用的公正感にいかに影響を与えるのかを明らかにする。その結果に基づき、学術的および実践
的示唆を提示する。
☆情報コミュニケーション学部教授
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1．　先行研究と仮説
　1．組織公正理論
　組織における公正感の研究は組織公正理論に基づいている。この理論の原点は、公平理論（equity
theory：Adams，1963a，1963b，1965；Walster，　Walster，＆Berscheid，1978）にある。公平理論は、報
酬分配において自己の産出した結果とその対価として得られる報酬が均衡しているか否か、そしてその
比率が自己の比較する他者の比率と均衡しているか否かによって人の態度や行動に影響するというもの
である。これは報酬分配の結果のみに注目することから分配的公正理論（distributive　justice　the。ry）
とも呼ばれている。この報酬分配の公平原則は、公正感認知のメカニズムでもあり、公平主義に基づく
人事評価の基本である。
　しかし、報酬分配の結果だけに注目する分配的公正理論では人の公正性への認知の説明に限界がある
と批判された。また、分配的公正理論では、報酬分配に直結する評価以外の全般的職務行動に関わる（不）
公正感は説明できないという問題もある。これらの問題に対処できる理論として手続き的公正理論
（procedural　justice　theory）が提唱された。この理論は、評価も含めた様々な意思決定の手続きが公正・
公平であったという認識に影響を与えるとしたLeventhal（1976，1980）の6つの基準に原点がある。そ
の6つとは①意思決定基準や内容の一貫性（cQnsistency）、②意思決定者の被意思決定者に対するバイ
アスの抑止（bias　suppression）③意思決定結果の内容が正確であること（rule　of　accuracy）、④意思
決定結果の訂正が可能であること（rule　of　correctability）、⑤組織メンバーの声を代表していること
（rule　of　representativeness）、⑥組織の倫理基準に従うこと（rule　of　ethicality）である。この6
つのルールが守られていれば、与えられる結果に対して公正感が認知されやすいというものである。
　さらに、結果を伝達される側が意思決定のプロセスに参加すると、彼らの公正感の認知が変容するこ
ともわかっている。これは、Thibaut＆Walker（1975，1978）によって提唱されたプロセスコントロー
ルの理論である。プロセスコントロールの概念を組織や国に適用し、それをvoice（発言）という用語で表
したのがHirschman（1970）である。そしてvoiceを組織公正理論に適用したのがFQlger（1977）であ
る。Folgerは、期待はずれの結果でもvoiceが与えられると人は不公正感を減じ、公正感を認知するこ
とをさまざまな実験で実証した（たとえば、Folger，1987；Folger，　Cropanzano，　Ti㎜erman，　Howes，＆
Mitche1，1996）。このように、手続き的公正感は、相手が意思決定の手続きが公正であったと感じるこ
とであり、その認知によって、否定的結果でも最終的に不公正感が緩和されるのである。
　その後、結果を伝えるときの伝え方も組織公正感に重要な影響を与えるのではないかとして、
Leventhalの6基準やプロセスコントロールから派生した、あるいは補う形で、相互作用的公正理論
（interactional　justice　theory）が提唱された（ただし、前者の不十分さを指摘して、後者の理論が提
唱されたことから、両者を異なる理論として扱う場合もある）。Greenberg（1994）は、相互作用的公正理
論をさらに情報公正（informational　justice）と対人公正（interpersonal　justice）に分類した。情報公
正は、評価結果を伝えるときになぜ、いかにしてそのような結果になったのかといった的確な情報を与
一80一
?
A｝’s@会こA5’　pm月，
えることである。説明（explanation）や正当化（justification）がこれにあたる。対人公正はそのよう
な結果を伝えるときの伝え方である。誠意や敬意を示す態度で結果を伝えると、期待はずれの結果であ
っても不公正を感じないという報告がなされている。そして、相互作用的公正感は、明確な情報が適切
な態度で与えられるとき認知されるのであり、最終的には自己が公平に扱われているという感情に反映
されうる。
　以上が組織公正理論の発展のながれである。本研究においては、分配的公正理論は報酬の分配結果し
か注目しておらず、望ましくない結果伝達といった全般的な公正を含む事ができないことから本稿の議
論に含まない。組織コミュニケーションとの関係においてはレベンタールの6基準や発言の機会（voice）
と関係する手続き的公正感および対人関係を問題にする相互作用的公正感との関係は強いと考えられる。
研究者の中には相互作用的公正を手続き的公正の中に含めるものもいるが、本研究では組織内の対人相
互作用、すなわち組織コミュニケーションが重要な概念であることから、この2つを相互作用的公正感
として統合して考える。
　2．組織コミュニケーション戦術
　組織行動学のリーダー（シップ）機能の研究のひとっに影響戦術（influence　tactics）という研究がある。
影響戦術とは、文字通り相互作用する相手に影響を与えて態度を変容させたり、影響を与えることによ
り要求の受け入れを促す戦術である。Kipnis，　Schmidt，＆Wilkinson（1980）が370の影響戦術を発見
し、カテゴリー化した。その後、多くの研究で再試されてきが、Yuk1＆Tracey（1992）が以下の9つの
影響戦術と定義（p．526）を提示した（以下は、山口［2005b，　p．155－156］より引用）。
6r動3ぎ得6「ヨ孟foη∂1ρersuasionノ：
rtff　（inspゴr∂亡ゴo刀31∂Pρea1ノ：
誘講（consul　t∂オゴo刀ノ：
辮坂ク　（ingra　tia　tionノ：
x73rM（exchange？：
創的アどσ一ノ〃（person∂1∂ppea刀：
要求提案を行えぱ、職務目的を達成することができると説得す
るために論理的主張や事実の証拠を提示する。
相手の価値観、考え、熱望に訴えたり、相手ができるという自
信を与えてやることによって、熱意を喚起するような提案や要
求をする。
相手のサポートや援助が望まれる戦略、行動、変革を計画する
際にその人の参加を求めたり、その人の関心や示唆を受け入れ
るために提案内容の変更を躊躇しないことを意思表示する。
何かをしてもらうことを相手に依頼する前に、相手を良い気分
にしたり、自分のことを良く思うようにしようとする。
相手がもし職務を遂行してくれたなら、好意の交換を提供した
り、後日お返しをする意志を示したり、得た利益を分かち合う
ことを約束する。
何かをしてもらうように相手に依頼する前に、相手に忠誠心や
友情の気持ちを訴える。
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醗（co∂1ゴtionsノ：
否庫ξ的難彷（legゴtimatゴng　tactゴcs？
プレソシヤー（pressurθノ：
　相手を説得するために他者の援助を求めたり、相手が同意する
理由として他者のサポートを利用する。
：それをすることの権威や権利を主張したり、それが組織的なポ
　リシー、ルール、慣習あるいは伝統と合致していると確証する
　ことによって要求の合法性を確立しようとする。
　自分がして欲しいことを相手にしてもらうように強要、脅し、
　あるいはしつこい催促をする。
　これらの影響戦術の定義を見ると、それぞれがコミュニケーションのスタイルといえる。しかし、影
響戦術の成功は、影響戦術を利用するためのスキルにも依存している（Yuk1，2000）が、そのスキルやそ
れらの戦術がいかに実行されるのかは、ほとんど研究されていないと言われている（Ambrose＆Harland，
1995）。このスキルがコミュニケーションだと考えて良いだろう。したがって、本研究では上記9つの影
響戦術を参考にし、公正感認知を促すためのコミュニケーションを組織コミュニケーション戦術として
提示することとする。影響戦術には上司（リーダー）から部下（フォロワー）に対する影響だけでなく、
その逆の影響力や同等レベルの関係の影響力の研究も多いが、本研究ではリーダーからフォロワーへ影
響を与えるコミュニケーション戦術を考える。
　3．組織コミュニケーション戦術と公正感の関係
　影響戦術は、ハード、ソフト、合理的の3つに分類が可能である（Falbe＆Yuk1，1992；Kipnis＆Schmidt，
1985；Somech＆Drach－Zahavy，2002）。上記の9つの影響戦術に適用すると、合法戦術、プレッシャー、
連携はハード影響戦術である。合法戦術は権利や権威を主張するので、ハード影響戦術に含められる。
機嫌取り、鼓舞、個人的アピールはソフト影響戦術で、合理的説得、交換、協議は合理的影響戦術であ
る。山口（［Yamaguchi］2005a，2005b，2005c）はこれらに依拠して、組織コミュニケーション戦術も同
様に以下の3つに分類した（本研究に利用した質問票ではこれらを改訂し、新たに組織コミュニケーシ
ョン戦術の項目をいくつか入れ替え、また加えたため、同じ様に分類できるか否かは不明であるが、仮
説構築にあたってはこれら3つの分類に依拠して考察する）。
ノ、L－　A’waecコミュニクーション難彷：
ノフみ綴コミュニグーション齪彷：
台理舷耀コミュニクーシyン戦傍：
高圧的コミュニケーション、要求的コミュニケーション、警告
的コミュニケーション、脅迫的コミュニケーション
友好的コミュニケーション、ほめる・おだてる、同情的コミュ
ニケーション
理詰めによるコミュニケーション、交換条件的約束、無条件約
束、自己開示
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　相互作用的公正に対する影響戦術の効果はさまざまである（Ambrose＆Harland，1995）。　Yukl＆Tracey
（1992）は、合理的説得、鼓舞、協議が有効な影響戦術で、プレッシャーと連携は非効果的な影響戦術で
あることを発見した。また、Falbe＆Yuk1（1992）も、鼓舞と協議が効果的で、プレッシャー、合法的戦
術、連携が非効果的な影響戦術であったと報告している。さらに、Ambrose＆Harland（1995）は、合理性、
協議、鼓舞は効果的影響を与えようとするのによく使われる戦術であると述べている。したがって、合
理的説得、協議、鼓舞、交換、機嫌取りの影響戦術を実行するためのコミュニケーションは相互作用的
な不公正感認知を公正感認知に変容させる可能性がある。一方、地位によるパワーを利用したり、脅威
を与えるといったようなコミュニケーションは、相互作用的な不公正感を助長するだろう。コミュニケ
ーション戦術を本研究のような従属変数ではなく、媒介変数として扱ったti」口（Yamaguchi，2005a）の
研究では、性別、年齢、教育の影響をコントロールしたとき、ハード組織コミュニケーション戦術が手
続き的公正感を減じ、ソフト組織コミュニケーション戦術と合理的組織コミュニケーション戦術がそれ
を促進していたことを発見した。また、山口（2005c）のハード組織コミュニケーション戦術を除いた研
究でも、ソフトと合理的組織コミュニケーション戦術は手続き的公正感を促進していた。この2つの研
究での手続き的公正感は質問票も質問項目も異なり、本研究の相互作用的公正感の変数とは異なるもの
であったが、先述したように、相互作用的公正は、手続き的公正の一部として考えられる場合もあり、3
つの組織コミュニケーション戦術は相互作用的公正感にも影響している可能性が高い。さらに、上述の
影響戦術の効果に関する多くの知見を加味した結果、以下の仮説が導かれた。
　仮説1　ハード組織コミュニケーション戦術は、相互作用的公正感を減じるだろう。
　仮説2　ソフト組織コミュニケーション戦術は、相互作用的公正感を促進するだろう。
　仮説3　合理的組織コミュニケーション戦術は、相互作用的公正感を促進するだろう。
皿．　方法
　1．質問票の配布とデータの収集
　データの収集方法は、郵送法であった。都内の経営学関係の研修機関の各コースに社員を派遣したこ
とのある企業のリストにある204社にそれぞれ約10部の質問票を郵送した。その研修機関に派遣された
従業員あてに送付し、その人に社内での配布を依頼した。質問票配布と回収時期は2004年4月～5月で
あった。各回答者一人ひとりに返信用封筒と質問票が手渡されるように手配し、各回答者には、質問票
を直接調査者に郵送してもらった。回収のための督促は行わなかった。合計423通（回収率20，4％）が
返送された。
　2．回答者の特徴
　性別は、男性361人（85．4％）女性が61人（14．6％）であった。年齢構成に関しては、25～34歳が
37．6％、35～44歳が43．9％、45～54歳が12．0％、55歳以上が3．1％で、無回答が0．7％あった。学歴
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は、約85％の回答者が大学卒以上の学歴を有していた。
　3．質問項目
①組織コミュニケーション戦術
　　組織コミュニケーション戦術に関しては、これまでの山口（［Yamaguchi］2005a，2005c）の質問項
　目とさらなる影響戦術の文献調査に基づき、16項目提示した。質問項目作成に当たっては、ハード、
　ソフト、合理的組織コミュニケー・一一ション戦術の3種類を想定して作成した。質問形式は、上司が回答
　者の要望・提案・要求に対して期待通りでない決定を回答者に伝えたときの上司のコミュニケーショ
　ン（スタイル）はどのようなものであったかに関する以下の16項fiに対して、1（まったくそうでな
　い）～7（まったくその通り）の7件法で回答してもらった。質問項目は以下の通りである。
（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
その上司はあなたを説得してその決定を受け入れるようにするために論理的な主張をした。
その上司はあなたを説得してその決定を受け入れるようにするために明確な証拠を提示した。
その上司はあなたがその決定を受け入れてくれるなら提供できる交換条件を示した。
その上司はあなたがその決定を受け入れてくれるなら、あとでそれに対して報いる意向を示した。
その上司はあなたがその決定を受け入れてくれるなら、それによる便益の共有を約束した。
その上司はあなたにその決定を伝える際に、それをあなたが受け入れやすい雰囲気を作ろうとし
ていた。
（7）
（8）
（9）
（10）
（11）
その上司はあなたにその決定を伝える際に、その上司のことを好意的に思わせるように努めていた。
その上司はあなたにその決定を伝える際に、その上司に対する忠誠心に訴えた。
その上司はあなたにその決定を伝える際に、その上司に対する友好関係に訴えた。
その上司はあなたを説得してその決定を受け入れるようにするために他者の助力を求めた。
その上司はあなたがその決定に同意するように他者からもその決定に対して支持があることを
　　根拠にした。
（12）その上司は決定する権威や権利があると主張して、その決定の正当性を確証しようとした。
（13）その上司は組織の方針・規定・慣例・伝統と合致していることを確認することによって、その決
　　定の正当性を確証しようとした。
（14）その上司はあなたがその決定を受け入れるべきだと要求した。
（15）　その上司はあなたがその決定を受け入れさせようと脅かした。
（16）その上司はあなたがその決定を受け入れさせようとしつこく言い続けた。
先述したとおり、新たに16項目を作成したため探索的因子分析を行う必要があった（最尤法、プロマッ
クス回転）。本研究では、因子を下位尺度得点の算出による下位尺度を使わず因子得点を利用してモデル
に投入することとした。したがって、因子のパターン行列ではなく因子得点係数行列を表1に示す。
　結果は予想に反して3っではなく4っの因子に分類された。そして、各項目に関して4つの因子得点
のなかで最も高得点のものを見ると以下のようになる。
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第一因子＝交換条件提示、返報意向提示、便益共有約束
第二因子＝好意的に思わせる、忠誠心への訴え、友好関係に訴え、他者助力依頼、他者支持の根拠
第三因子＝権威・権利主張、要求、脅迫、執拗要求
第四因子＝論理的主張、証拠提示、受け入れ雰囲気作り、慣例・伝統主張
表1．　因子得点係数行列（最尤法、プロマックス回転後）
?
子
コミュニケーション戦術 1．交換・約束 2．ソフト 3．ハード 4．合理的
1　論理的主張 一．004 一．012 一．028 ．342
2　証拠提示 ．041 一．018 一．004 ．455
3　交換条件提示 ，153 ．023 ．017 。044
4　返報意向提示 ．554 ．014 一．080 一．018
5　便益共有約束 ．256 ．077 ．043 ．002
6　受け入れ雰囲気作り ．009 ．122 一．085 ．177
7　好意的に思わせる ．014 ．218 一．076 ．069
8　忠誠心への訴え ．007 ．203 ．071 一．012
9　友好関係に訴え ．027 ．358 ．019 一．024
10他者助力依頼 ．030 ．106 ．064 一．004
11他者支持の根拠 一．007 ．081 ．079 ．043
12権威・権利主張 一．021 ．077 ．161 ．OlO
13慣例・伝統主張 一．020 ，038 ．051 ．060
14　要求 一．005 一．Ol7 ．187 ．012
15脅迫 ．039 ．018 ．300 一．064
16執拗要求 ．007 ．023 ．350 一．035
　第一因子は交換・約束影響戦術とほぼ同じであることから、交換・約束組織コミュニケーション戦術と
呼ぶ。第二因子に関しては、好意的、友好関係を強調することはソフト影響戦術と同じであり、人間関
係を重視する日本人にとっては他者からの支持を求めたり他者に依頼することも「柔らかい」コミュニ
ケーションの手段である。したがって、これらはソフト組織コミュニケーション戦術と呼ぶ。第三因子
はハード影響戦術に相当するもので、ハード組織コミュニケーション戦術と呼ぶ。第四因子は、論理的
主張と証拠提示が合理的影響戦術に相当する。また、受け入れ雰囲気作りは、自己主張をそれほど好ま
ず、まず根回しをするなど場の雰囲気に適合させることを得意とする日本人にとっては極めて合理的な
コミュニケーションである。さらに、慣例・伝統主張も過去の規範に依存する点で日本の組織では合理
的なコミュニケーションの仕方として受け入れられる。したがって、第四因子は合理的組織コミュニケ
ーション戦術と呼ぶ。
　以上のように、仮説では以前の山口の研究（［Yamaguchi］2005a，2005c）と影響戦術研究に基づき3
つの組織コミュニケーション戦術を独立変数として仮説をたてたが、探索的因子分析の結果、4つの因子
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が抽出されたことから、ここで新たに交換・約束組織コミュニケーション戦術を加えて、3つの仮説検証
と同時に、その新たな組織コミュニケーション戦術の相互作用的公正感への影響も分析することにした。
②相互作用的公正感
　相互作用的公正感の変数は以下の3項目である。これらに関して、1（まったくそうでない）～7（ま
ったくその通り）の7件法で回答してもらった。なお、これらの回答に際しては、「あなたの上司（また
は部署／会社）に何らかの要望、提案、要求をしたものの、結果としてあなたの期待通りではないと感じ
た状況を一つ思い出してください」という条件を提示した。
　「…　　上司とのコミュニケーションやかかわりを通して、あなたは…　　」
（1）結局、その決定にいたるまでの手順は公平なものだったと感じた。
（2）結局、その決定は公平なやり方でなされたと感じた。
（3）上司から公平に扱われたと感じた。
概念の精確な定義上、（1）と（2）は手続き的公正、（3）が相互作用的公正の概念であることから、
念のためこの3つの変数に対して探索的因子分析を行った（最尤法、プロマックス回転）。その結果、予
測どおり1つの因子のみが抽出されたため、これらを1つの変数として扱うこととし、3つの変数の合計
点の平均値を相互作用的公正感の変数とした。なお、欠損値は線形補完により処理した。
　4．データ分析のためのテスト
　データ分析のために、性別（ダミー：女性＝0、男性＝1）、年齢、教育歴（年数）をコントロール変数
とし、4つの組織コミュニケーション戦術を独立変数とし、相互作用的公正感を従属変数として、重回帰
分析のモデルに投入した。まずコントロール変数のみのモデルをモデル1とし、次に4つの組織コミュ
ニケーション戦術を同時に投入したモデルをモデル2として、その説明力を見ることとした。
N．結果
　重回帰分析の結果は表2のとおりである。コントロール変数のうち性別のみがわずかな影響力を持っ
ていた（β＝．10、p〈．05）。すなわち、男性の方が女性よりもわずかながら相互作用的公正感が高い
ということである。このことは、日本の企業において女性の処遇が男性に比べて公平でない（江原・山
田、2003：木本、1999）可能性を示唆している。山口（印刷中）は、組織内のコミュニケーションに関して
も、男性に対してよりも女性に対しての方が、上司の意見のくみ上げ方・伝え方が十分でないことを報
告している。このようなコミュニケーションが不十分であれば、相互作用的公正感は減じるのが当然で
ある。年齢と学歴は、相互作用的公正感には、まったく影響していなかった。
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表2．重回帰分析の結果
標準化係数（β）
変　数 相互作用的公正感
モァル1 モァル2
1．性別
2．年齢
3．学歴
4．交換・約束COM
5．ソフトCOM
6．ハードCOM
7．合理的COM
　　R2
調整済みR2
R2変化量
F
．11＊
．01
－．08
．Ol
．01
1．86
　．10＊
　．Ol
　．Ol
　．09
－．07
－．11＊
　．55韓宰
　．39＊＊＊
　．38桝
△．38＊＊串
35．25
＊＊＊p　＜．001　1evel、　＊＊ρ　〈．Ol　level、　＊p　　＜。05　1evel
性別：女性＝0、男性＝1
　性別、年齢、学歴の影響をコントロールしたとき、交換・約束およびソフト組織コミュニケーション
戦術は相互作用的公正感にまったく影響を与えていなかった。したがって、仮説2は支持されなかった。
一方、ハード組織コミュニケーション戦術の影響力はそれほど強くないものの、負の影響を与えていた
（β＝．－11、p＜．05）。ハード組織コミュニケーション戦術で結果を伝えられた人の相互作用的公正
感は減じていた。したがって、仮説1は支持された。合理的組織コミュニケーション戦術は、非常に強
い影響力を相互作用的公正感に与えていた（β＝．55、ρ＜，001）。合理的組織コミュニケーション戦
術を利用して意思決定結果を伝達すると、望ましくない結果でも相互作用的不公正感が減じるとともに、
相互作用的公正感を促進することが示された。したがって、仮説3は支持された。また、組織コミュニ
ケーション戦術は、相互作用的組織公正感の分散の38％も説明している（R2変化量＝．38，ρ＜．001）。
そのほとんどの説明力はハードおよび合理的組織コミュニケーション戦術によるものである。
V．．考察
　1．結果の解釈
　交換・約束組織コミュニケーション戦術の相互作用的公正感への影響に関する仮説は構築してはいな
いが、本研究の探索的因子分析で新たに抽出された因子であるため、この新たな因子に関して考察をし
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ておく必要があるだろう。結果は、この組織コミュニケーション戦術は、相互作用的公正感に全く影響
を与えていなかった。このコミュニケーションには、交換条件提示、返報意向提示、便益共有約束が含
まれていた。これらの概念には、「何かの見返りに何かを与える」といった意図が含まれている。しかし、
日本人が有している儒教的価値観（Chinese　Culture　Connection，1987）の「返報（reciprocation）」は、
条件的交換よりもむしろ精神的返報という概念に近いrしたがって、条件的交換は公正という概念とは
かけはなれたものと認知された可能性がある。このため、交換・約束組織コミュニケーション戦術は公正
感に影響を与えるものとして認識されなかったのだろう。
　ソフト組織コミュニケーション戦術は、予測と異なり相互作用的公正感に影響を与えていなかった。
このコミュニケーションには、好意的に思わせる、忠誠心への訴え、友好関係への訴え、他者助力依頼、
他者支持の根拠という概念が含まれていた。たとえば、好意的に思わせるとか友好関係に訴えるといっ
たコミュニケーション戦術は、結果伝達における印象はよくても表層的であるがゆえに、希望とかけ離
れた結果を現実として目の当たりにすると、単にごまかされたといった感情のみが残される可能性もあ
る。また、他者助力への依存は、否定的な結果を直接本人に伝えることを好まない日本人にとってはソ
フトなコミュニケーションのあり方で、公正感に対して十分機能するとも考えられたが、結果はそうで
はなかった。このコミュニケーションのあり方は、上司とその部下との直接的な関係ではなく、上司と
第三者との関係を重視しているわけである。日本人の場合、当人同士の相互依存関係は重要であるが、
第三者の介入はそれほど機能しないと思われる。むしろ「面子」や「恥」を重視する日本人にとっては
否定的な結果を第三者に知られることを好まない。
　一方、ハード組織コミュニケーション戦術と合理的組織コミュニケーション戦術に関しては、予測ど
おりの結果だった。まずハード組織コミュニケーション戦術に関しては、権威・権利主張、要求、脅迫、
執拗要求といったコミュニケー一一ションが含まれており、否定的な結果で感情を悪くしている心理状態に
あるところで、これらのコミュニケーションにより無理やり納得させようという戦術である。上司の前
では、渋々受け入れるとしても、相互作用的公正感は減じることになるだろう。
　合理的組織コミュニケーション戦術は、論理的主張、証拠提示、受け入れ雰囲気作り、慣例・伝統主
張を含んでおり、相互作用的公正感を強く促進していた。論理的主張や証拠提示は決定の理由説明を含
んでいることから情報公正にあたる。これは情報公正の組織公正感に対する機能を実証してきた研究
（Bies，1987b；Bies，　Shapiro，＆Cummings，1988；Bies＆Tripp，1996；Brockner＆Greenberg，1990；
Bies＆Shapiro，1987，1988，）の結果を確証するものである。しかし、単に、否定的な結果の論理的主
張をしたり、証拠提示をするだけでは冷淡なコミュニケーションとなるが、この戦術には受け入れ雰囲
気作りという概念が含まれていた事が重要である。雰囲気をっくる、すなわち根回しなどを十分した後
での証拠提示は非常に肯定的に受け入れられるだろう。組織の方針・規定・慣例・伝統と合致している
ことを確認することによる結果の正当化は、まさに先述したLeventha1（1976，1980）の6つの基準の一
っである「組織の倫理基準に従うこと（rule　of　ethicality）」を満たしている。
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　2．学術的示唆
　これまで3つに分類されてきた影響戦術の研究（Falbe＆Yukl，1992；Kipnis＆Schmidt，1985；Somech
＆Drach－Zahavy，2002など）では、多くの場合、交換は合理的影響戦術に含まれてきた。しかし、　Yuk1，
Kim，＆Falbe（1996）は、合理性説得を「強い」と「弱い」形態の2っのカテゴリーに分類し、個人の影響
力としてこれら2つの効果に関して以下のように述べている：
　　合理性説得の強い形態は、要求あるいは提案された変更に関しての明確で詳しい説明、発生しうる
　　犠牲と利益の分析、それらを支持する証拠の吟味を必要とするであろう。逆に、合理性説得の弱い
　　形態は、要求理由の短い説明あるいは発生しうる利益に関しての支持的な証拠のない疑義のある主
　　張を伴うのみである（p．310）。
この説明を参考にすると、本研究での合理的組織コミュニケーション戦術は確かに強い合理的説得であ
る。一方、本研究での交換・約束組織コミュニケーション戦術は、詳しい説明ではないので合理性説得
の強い形ではない。単に相互利益の交換だけであれば、それは「発生しうる利益に関しての支持的な証
拠のない疑義のある主張を伴うのみである」可能性がある。このため交換・約束組織コミュニケーショ
ン戦術は公正感に影響を与えていなかったと考えられる。そして、交換・約束と合理的組織コミュニケ
ーション戦術がそれぞれ異なる機能を持っ戦術として認識されたのもこのためであろう。したがって、
本研究の結果は、上記のYuklらの主張を日本人を対象とした研究でも実証したことになる点で重要であ
る。
　交換・約束組織コミュニケーション戦術をのぞく3っの組織コミュニケーション戦術に関しては、米
国の文献に基づいて仮説を構築した。それは影響戦術の研究、組織公正感、そしてその両者の研究が日
本にはこれまでほとんどないからである。これらとコミュニケーションが統合された研究は日本では皆
無である。このことを考慮に入れて、3っの組織コミュニケーション戦術と公正感の関係について、日本
人を対象にした今回の研究結果が米国の影響戦術研究の結果と一致するものとそうでないものがあるか
どうかを検証したことは意義があった。ハード組織コミュニケーション戦術と公正感の関係に関しては、
プレッシャーをかけるような影響戦術は、情報・アウトカムの受け手の感情に対して敬意に欠けるもの
であり、意思決定内容の情報あるいはその合理性をほとんど伝えることはないというAmbrose＆Harland
（1995）の主張を裏付けた。また、Brockner，　Ackerman，＆Fairchild（2001）が「人が他の選択肢はない
というような強制的なメッセージを伝えられるときはそうでないときと比較して説得しようとするコミ
ュニケーションに対して同意しない傾向がある」（p．200）と述べたこととも一致する。そして、合理的影
響戦術に情報公正の要素が含まれていると考えれば、多くの研究者が合理的影響戦術と公正感との正の
関係を示唆している（Ambros6＆Harland，1995；Bies，1987a，1987b；Bies＆Shapiro，1988；Bies，
et．，a1．，　1988；Bies＆TripP，　1996；Brockner＆Greenberg，　1990；Fable＆Yukl，　1992；Tyler＆Bies，
1ggO；Yuk1＆Falbe，　lgg1；Yukl，　et　a1．，1gg6；Yukl＆Tracey，1992）ことから、合理的組織コミ
ュニケーション戦術に関しても、米国での知見が日本人を対象にした研究でも適用可能であることがわ
かった。しかし、ソフト組織コミュニケーション戦術に関しては、本研究では異なる概念も含まれてい
一89一
45　　2口　2007　3月
たため、米国調査との類似性は判断できなかった。
　3．実践的示唆
　現在日本企業において公平主義に基づく従業員の処遇が主流になってきており、今後も導入が進むと
予測される状況の中で、従業員は格差ある、そして平等ではないだけに期待はずれな結果に遭遇する事
が今後ますます多くなるだろう。したがって、公平だが平等ではない意思決定の結果を従業員に伝える
立場にある人（たとえば上司）は、ここに示したコミュニケーション戦術を利用できるスキルを身につけ
ることが必須である。
　具体的には、権威・権利に訴えて主張したり、単に強い要求をしたりすることは禁物である。まして
や、脅迫などはただ恨みを買うだけであろう。Bies＆Tripp（2001）は、組織メンバーの不公正感が助長
されると、彼らが報復行動をとる傾向にあることを示唆している。また、単に交換条件捷示、返報意向
提示、便益共有約束をすることやおだてたり、ほめたりすることもほとんど意味がない。これらのコミ
ュニケーションに論理的主張、証拠提示が含まれているなら効果的だろう。同時に、日本的な根回しな
どの職場の受け入れ雰囲気作りは重要である。これらのコミュニケーションスキルは、これからの職場
のリーダーの育成や選抜の条件となるだろう。
　4．今後の課題
　本研究では、異なる組織コミュニケーション戦術おのおのを相互作用的公正感に対する影響要因とし
て考えた。しかし、実際の職場での相互作用やコミュニケーションにおいて、このような異なるタイプ
として分類したコミュニケーションがそれぞれ独立して利用されたり、影響を与えていることはむしろ
少ないかもしれない。多くの場合は、それらが相互に組み合わさって利用されて、コミュニケーション
が行われているだろう。本研究の目的は、タイプの異なる組織コミュニケーション戦術の相互作用的公
正感への影響を分析することであったので一定の目的は果たせたが、今後は現実的な状況も考慮に入れ
て、各コミュニケーション戦術の統合的戦術を考察する事も必要となるだろう。
　もう1つは、手続き的公正感と相互作用的公正感の概念の統合について述べておきたい。質問票では、
前者2問と後者1問が公正感として1っの質問のなかにともに記述され質問されていた。この3問に対
して探索的因子分析を行った結果、1っの因子しか抽出されなかったことから、統合し、相互作用的公正
感として1つの変数とした。しかし、手続き的公正は制度的な要素も含んでおり、一方、相互作用的公
正は対人相互作用的な概念である。っまり、この2っは異なる概念として分類できる。今後は明確に分
けて、それぞれを異なる概念として分析のモデルに投入する事が望ましいだろう。
VI．まとめ
上述の課題をいくつか残したが、以下の点で意義があったことを提示して本研究のまとめとする。そ
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れは米国でしか研究されていない影響戦．術の研究を日本人を対象に行い、理論の適用が日本でも可能で
あることを示したことである。また、米国においてもコミュニケーションと公正理論に関する研究が少
ないなかで、日本人を対象にこの関係を明確にすることができた。これは、今後、このテーマの発展と
国際比較研究の可能性につながると考えられる。
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